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1. 小序
明治の地租改正は，幕藩体制下に生成維持されてきた石高制の現物貢租を廃
止して定額の金納地租に改めたものであるが，その実質的な内容は旧貢租額を
大きく減じないように配慮され，実施の過程には国家権力による露骨な農民弾
圧も決して少くはない。かくて成立した明治の金納地租は形式的には近代的租
税をよそほいながら，その実質的内容は封建地代たる幕藩貢租を再編維持した
ものとみるのが旧来の講座派的伝統である。これにたいして明治維新ブルジョ
ア革命を主張する労農派は，地租改正をもって農民解放とし，近代的租税たる
ことを前提として議論を進めているが，その実質的内容についてはあまり明確
な分析をしていない。だが，明治政府が旧貢租額の維持を目標として地租改正
を推進し，ほぽその目的を達成したことは明らかなところであり，かくて決定
された過重な地租負担がその後の日本農業の展開や農民層の分解に大きい影響
を与えていることも否定し得ない歴史的事実である。こうした地租改正の歴史
的役割については，講座派的伝統がとくに強調してきたところであるが，地租
改正自体は決して封建地代の維持再編ではなく，新しい租税制度の樹立として
実施されたものである。しかも，それは国際的契機に啓蒙された中央政府官僚
の単なる欧米模倣ではなくて，幕藩体制下に成熟してきた貢租制度の矛盾を止
揚する途として工夫され，農民間の土地売買に成立していた泊券制度を税法改
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正に利用して新たな地券税法の設置となったものである。国際的契機を重視す
る最近の学会では，地租改正についても国際的契機に眼覚めた政府官僚ことに
大蔵省を中心とする進歩派官僚が，多くの反対勢力を圧倒して採用した欧米の
租税制度の模倣であるかのごとく言われているが1)' それを単なる制度輸入に
とどまらせない国内的条件の成熟度に注意することが必要である。すなわち，
地租改正は幕藩体制下に成長してきた農民間の私的土地所有とそれに対応して
事実上の租税と化しつつあった幕藩貢租を基礎として作りあげた租税制度の改
革である。したがって，日本の地租改正には欧米の税法改正とは異なった非近
代的要素が濃厚に残存し，できあがった金納地租が封建貢租と大差ない過重な
負担を農民に強制するものではあっても，それは封建地代としての幕藩貢租を
継承したのではなく，幕藩貢租の租税的側面を純化し拡大したものである。そ
こに単なる欧米模倣の税法改正ではなく，封建地代の継承でもない日本の地租
改正の特質があるといえよう。本稿はこうした地租改正論の前提として幕藩貢
租の基本的性格を分析し，地代と租税の二面的意義を検討することとしたい。
(1) 丹羽邦男著『明治維新の土地変革』
2. 検地と石高制
近世の幕藩体制は，最高領主たる幕府に臣従する大名領主が，幕府から附与
された領国の土地人民を支配する封建的統治体制であり，その財政的基礎は封
建的土地所有者たる大名領主が封建的自営農を土地に緊縛して生産物地代たる
年貢を徴収する貢租制度にあるというのが今日の通説である 1)。幕府は大名領
主を統率し，軍事，外交，鉱山，貨幣及び全国的商品流通の機構に関する統制
権を独占する中央政権ではあるが，直接に土地人民を支配しているのは旗本知
行地を含めても全国石高の 3割未満に過ぎなかった。この幕府直轄領には種々
の政治的目的をもって全国に配置された代官所の支配に属するものが多く，そ
の統治形態も一般大名領地とは若干異なっていたが，農民支配や貢租制度の上
に根本的な相異があったわけではない。かくて，幕藩体制は幕府を最高の統一
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者とする政治的支配体制であるとともに，その封建的秩序を編成する基盤とし
て中央権力による全国検地とその結果をまとめた石高制があり，それを家臣に
配分して大名領地としたものである。諸大名のなかには戦国期以来の土着領主
が後に臣従して「本領安堵」となったものも少くないが，幕藩体制の基本原則
にかわりはない。
太閤検地をはじめとする近世初期の全国検地は，単婚小家族の封建的自営農
を創設して大名領国体制を確立したものと言われているが，検地帳の記載形式
や石高制が当時の実際の農業及び農村状況をどこまで正確に反映していたかは
甚だ疑問であり，検地帳の記載内容からただちに当時の農家及び農業の実態を
推定するわけにはいかない。検地帳に登録された名請人が必ずしも村落構成農
家の代表者ではなく，農民間の従属関係をも捨象していることはよく指摘され
るところである 2)。しかし，中世以来の名主的在地支配権を否定して一筆ー作
人に分解し，その石高と作人名を村単位にまとめたところに初期検地の歴史的
意義があり，それを基礎として中後期の百姓株が展開している3)とともにこの
全国検地の結果を固定して大名領主の一円知行を配置したところに幕藩体制と
いわれる近世封建制の特色がある。すなわち，幕藩体制は大名領主の一円知行
を基本とする封建的支配秩序であり，それに最も適合的な下部構造が単婚小家
族労働による小農民経営であることには相異ない。しかしそうした農村構造は
つねに幕藩体制を生ずるとは限らないし，近世初期の農村構造はどこでもそう
であったとも言えない。こうした幕藩体制を封建制度の確立とみるか解体期の
ー形態とみるかは，下部構造たる農業及び農村の事実認識によって相違すると
ともにそれを支配する封建制の本質を如何に定義するかにかかっている。土地
と農民を合せて直接に支配する領主支配の在り方に封建制の重点をおくなら
ば，幕藩体制は中世名主ほどには直接的ではなく，封建地代を負担する小農民
の自家経営を基礎として定義するならば幕藩体制こそ封建制の確立となる。本
稿はその何れが妥当かを論じるのが目的ではなく，幕藩体制は検地石高を基盤
とする大名領国制であることを確認するにとどめる。すなわち，土地と農民を
87 
448 隔西大學『稗済論集』第16巻第4・5合併号
支配する封建的額有権が大名領主に集中され，領主の支配権力によって種々の
封建的規制が法制的に強制されるとともに，検地石高を基準とする高率の現物
貢租が賦課されるものである。そして，そうした封建貢租を負担する自営小農
民の生存基盤たる村落共同体は封建制維持の下部組織に利用され，貢租の賦課
や納入も村落毎の共同責任となっていた。こうした大名領国制のもとに賦課さ
れる石高制貢租を封建的土地領有にもとづく生産物地代であるとするのが今日
の学界の通説である。しかし，石高制貢租をもって「租庸調」の日本的伝統に
もとづく「租税の先駆形態」とする見解は早くからあり，最近では米経済のも
とにおける貨幣地代の一種とみる者4)や石代金納制の発達を重視して貨幣地代
への移行段階を強調する場合もある 5)。石高制貢租が封建地代か否かを検討す
る場合に必要なことは大名の頷地支配が土地所有といえるかどうかということ
である。 「資本論」によれば，封建地代は土地所有者が封建的な経済外強制に
よって直接生産者の剰余労働を強奪する場合に成立し，土地所有者が私人であ
らうと国家であらうと封建地代たることにはかわりない。土地所有者が私人で
はなくて国家である場合には地代が租税と一致する，というよりも地代形態以
外の租税は存在しない。そして，その場合には，土地の私的ならびに共同的な
占有および用益は存在するが，国家の土地所有にかわる私的土地所有は実存し
得ないという 6)。
こうしたマルクスの封建地代概念が幕藩体制下の大名領国制に適用されれば
検地及び石高制にみられる大名領国制の原則は幕府及び大名領主を土地所有者
とし，作人として検地帳に登録された農民が土地を占有して封建地代を負担し
ていることになる。これは土地と農民を直接に支配してきた中世名主に比較す
れば，まことに間接的であり，法制的形式をととのえたものであるが，農民の
負担する石高制貢租は明らかに封建地代である。この場合の地代実現のための
経済外強制は，地主が同時に国家的な主権者であるために，国家にたいする一
般的な隷従関係とも共通することとなる。そして貢租石高を決定するために必
要な検地石盛，賦課率の決定はもとより，土地永代売買の禁止，分地制限令，
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作付制限など地主的立場から必要とみた諸制限が領主権力による一般的な法規
の形式で強制され，牒民の住所，職業の選択や消費生活の細部にわたるまで法
制的制限を加えることとなる。しかしその反面には他領からの侵害を防ぐこと
は勿論，河川水路の開拓や修理を担当し，種籾，作付飯米を給与するなど単な
る国家的主権者の行政ではなくて，地主として直接生産者の土地用益を保証す
る役割をも果してきた。したがって直接生産者たる農民は自分の占有する耕地
を「御田地」 「御預り地」などとも称し，領主側の必要によって耕地を取上げ
られても代替地や補償をうけることも出来ないのが普通であり，社会政策的立
場からこれが考慮されるようになるのは享保年代以降のことである7)。また前
述の封建的諸制限は実際の股村慣行にまで徹底していない場合もあるが，必ず
しもはじめから空文であったわけではなく，農民の私的占有が私的所有へと成
長するにしたがって事実上無視されていくことになったものである。
幕府及び大名領主の地主的性格は検地石盛の実施に際して最も明瞭に発揮さ
れる。検地石盛が上昇した農業生産の成果を地主の手中に吸上げるための基礎
としてきわめて重要であることはいうまでもなく，幕府及び大名領主はしだい
に詳細かつ厳密な検地規定を設けて領地内の検地をくりかえし石高の引上につ
とめてきた。諸藩のうちには幕府から公認された「表高」のほかにその後の内
検によって増加した石高を加えて「草高」と称し， 「草高」が実際の貢租賦課
の基準となっているものが大部分である。しかし，大名領主が頷内全域を一斉
に再検地して旧石高を引上げているのは近世初期の検地だけであり，その後は
新開隠田の検出による新附の石高増加を主とし，本田畑石高の引上はあまり行
なっていない。たとえば最大の領主たる幕府の直轄領にしても，延宝 6年に方
6尺 1分を 1歩， 300歩を 1反とする検地法を定めているが実際に施行したの
は特に検地を必要とする地方のみであり，さらに貞享3年，享保11年には延宝
の規定を一層詳密にしたが，これも新田検地などに施行されたに過ぎず，その
後は法規定の改正もなくて幕末にいたるs)。長州藩の検地については旧著に詳
述したところであるが9)宝暦年代になっても「広狭拝シ」と称する一斉検地を
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実施し得たことはそのこと自体が藩権力の強靱に維持されてきた西南雄藩の特
殊例といえるであろう。しかし，その実施にさきだって「今度土地拝之義，所
帯方補のため企たる儀にあらず」と農民負担の平準化のためであることを強調
し，藩主以下の重臣が祖廟にその成功を祈願するなど非常な決意をもって臨ん
だものである。そしてその検地法は古検と同じ方6尺5寸を 1歩とするにとど
め，総石高が減少しないように宰判（郡）毎に新高と減石の均衡を配慮し，結局
新田や隠田の検出分にあたる 4万石（総石高の5%弱）が増加したにとどまる。
しかしそれでも年々万石に及ぶといわれた「追損米」を消却して 4万石の増石
をみたことは窮迫した領主財政にとってきわめて重要な財源であり，それだけ
農民の作徳剰余が吸上げられたこととなる。これは藩権力の強靱な西南雄藩の
一例であるが，農民的商品生産の進んだ中央地域の弱小諸藩では近世初期に固
定した本田畑石高に新開田畑の検地石高を附加して「草高」とするのが普通で
あり，近世初期以来の本田畑石高を引上げる一斉再検地の実施は到底望むべく
もなかった。こうした検地施行の困難は幕府の大名統制策にもよるが，一層根
本的な障害は農民層の抵抗であり，農民の私的土地所有が進んだところほどそ
の抵抗の大きいことはいうまでもない。
再検地を実施して基準石高を引上げることの困難な大名領主が貢租増徴の手
段としたのは基準石高にたいする貢租賦課率の引上である。幕府直轄領の貢租
賦課率が 5公5民と称され享保年代に最高となったことはよく知られている
が，その賦課方法には検見引と定免取があり，近世後期には定免制が一般化す
る。ここには丹波亀山藩の一例をあげてみよう。次表は亀山藩領勝林島村の免
相状から近世前期の貢租率の変遷を示したものである。貢租の基準石高は寛永
17年の「地詰帳」石高572石が幕末にいたるまでそのままつづいている。賦課
方法は元禄14年までは「検見引」であり，毎年検見をして「本高」から「検見
引」したものを「毛付高」とし，これに所定の免割をかけて「取米」とする。
元禄から寛延にいたるまでは•「本高」に免割をかけてまづ「取米」をだし，そ
れから洪水，虫害等の「村加損引」を控除する様式にかわり，寛延以後は 3年
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~5年の「請免制」をくりかえして幕末に及ぶ。その免割率は寛永の51彩から
漸次に騰貴して享保年代の73彩を最高とし，寛延年代以後の請免制では71彩に
固定している。こうした貢租の賦課方法及び賦課率の変化は領主交替の影響も
あるであろうが，他方では農業生産の発展にともなう時代的変化をも示してい
るといえよう。すなわち，そのはじめは領主的配慮の大きい「検見引」から過
渡的な「加損引」となり，近世後期には定額化した「請免制」になる。その免
割7ツ 1分は異例に高いようにみえるが，明治8年当時の収穫高は村高の 2倍
弱となっているところからみれば，実際の農民負担は 3割強であったとみてよ
いであろう。同じ丹波山家藩の場合にもその総取高は貞享の新検から元禄期が
最高であり，享保期以後は大体2割程度に一定化する。ただし幕末期に貢納増
加をみるが，これは年貢ではなく御頼米加増米の賦課によるという 10)。要す
るに，一斉検地によって基準石高を引上げ得ない弱小諸藩では賦課方法や賦課
率を工夫して実質的な貢租引上をはかっているが，近世後期にはそれも固定化
して上昇した農業生産に比較すれば実際の農民負担率は相当に低下していたと
みてよい。明治6年12月の大蔵省報告によれば「方今田租ヲ収入スルニ五公五
民或ハ六公四民乃至二公一民等ノ称呼アルヲ以テ，世ノ名二拘リ其実ヲ推究セ
サルモノハ喋々其苛酷ヲ唱へ，将二民カノ堪ヘサラントスルヲ憂フルアリ，而
シテ其名実麒甑ノ甚シキモノアルヲ知ラス。蓋シ其実際ヲ精敷スルニ所謂五公
五民乃至二公一民ナルモノハ全ク虚称ニシテ，実証スル処ノモノハ此ノ如ク甚
シカラサルナリ。如何トナレ 9検地卜検見トニ法ノ上二多少ノ寛俵作用アリテ
其実ハ三公七民乃至二公八民等二当ルヲ以テナリ」と述べ，実地検査の結果，
越後は 1公2民山城は 2公8民美濃3公七7にあたるという 11)。さらに注意
すべきことは，これらの計算は全般的な平均数字であり，実際の農民経営や土
地条件によっては相当寛厳の相異があり， 「空石」 「高抜」などによって貢租
を脱れている場合も少くない。また早くから代金納となった畑貢租をはじめ，
田租にも代金納が増加し，しかも一度定められた石代金が固定化して安石代金
納となり，実質的な負担軽減となっていたことも多い。山梨の「大小切」福島，
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山形の「半石半永」関東の畑永貢租などはこれである。このような石高制貢租
の固定化は農業生産力の上昇とあいまって農民の作徳を増加し，農民間の土地
売買を促進してその私的土地所有を成熟させていく。そして，この農民間の私
的土地所有が事実上一般化すると，農民間に新しい地代関係を発生させるだけ
ではなくて，貢租負担の社会経済的意義も変化し，作人としての地代負担では
なくて，私的土地所有を保証する租税負担の意義が強くなっていく。近世後期
に事実上の農民的土地所有の成立が指摘される先進地域では，石高制貢租その
ものには大きい変化はなくても，それは事実上の私的土地所有にたいする租税
と化してきていることを認めざるを得ない。以下，私的土地所有の成熟と石高
制貢租の関係についてとりあげることとしょう。
(1) 岩波・日本歴史購座 近世編
(2) 中村吉治編『解体期封建農村の研究』
(3) 木下礼次「近世百姓株の成立と展開」社会経済史学 29~4.5
(4) 秀村選三「石高制に関する二つの問題」宮本又次編『藩社会の研究』所載
(5) 堀江英一『明治維新の社会構造』
(6) マルクス資本論3の6 長谷部訳（青木文庫） 13巻 1114ページ
(7) 小野武夫『明治前期土地制度史論』
(8) 明治財政史第5巻租税 18ページ
(9) 拙著『藩政改革と明治維新』
UOl 木下礼次「山家藩政の研究」綾部史談（昭和35年）
Ul明治前期財政経済史料集成 第7巻 335ページ
3. 石高制貢租と私的土地所有の進展
初期検地にみられる領主的土地所有がしだいに名目化し，石高制貢租が固定
化することは既に述べたところであるが，これを農民的立場からみれば，事実
上の私的土地所有が成長する過程でもある。初期検地にも縄延びや余歩の黙認
によってある程度の剰余部分を農民の手もとに留保できたのではあるが，その
後の新開，隠田の進展や生産力の上昇は貢租の固定化傾向と相まって農民の作
徳剰余を増加し，土地永代売買や頼納の禁令をもくぐって事実上の土地売買を
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盛行させてきた。 「慶安御触書」にみられる農民統制策は領主的土地所有の原
則を示すものではあるが，そうした禁令を公布せざるを得ないこと自体が既に
農民の土地保有が所有権的性格を強めてきた証左でもあるといえよう。さらに
元禄享保期には質地形式による土地移動が増加し，質地関係の禁令を頻発して
いるが，農民の私的土地所有関係の進展を抑止することはできず，田畑売買公
認論の拾頭とも相まって元文一延享期には幕府の土地移動禁止政策は大きく転
換し，事実上の農民的土地所有を黙認し，それに寄生する地主的土地所有を展
開させることになるという 1)。かくて享保期の禁止政策の挫折によって農民的
土地所有黙認の方向が明らかになると，土地売買や地価の形成が公然と進展し，
有畝や宛米が農民的な土地売買の基準として一般化される。封建的土地所有を
解体していく事実上の農民的土地所有はこの作徳基盤の上に展開され，それを
高利貸的収奪の対象とする地主的土地所有をはらみつつ，地租改正における
法認によって農民的土地所有権として確立されるにいたる。こうした近世中後
期の農民的土地所有の進展については近時数多くの実証研究が進んでいるが，
ここでは筆者が自分で手がけた丹波国の一例をあげておこう 2)。丹波亀山藩勝
林島村の関権右衛門家は享保期にはまだ持高5石余の一本百姓に過ぎなかった
が，天明期には40石， 2町余を手作しつつ地主的な土地所有を進め，庄屋役を
表1. 関家土地所有，経営規模の変遷
~I 享保4I 寛延元 ！ 宝暦8 i 天明6
i 石高
晶 12.14 14.31 
反畝
手 石高
作 反畝 諮
地 1収穫 ， 
i小作料I I 
所有石高一村名寄帳，手作その他は「萬嘗座日記」
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2ci互
21.5 
晶
ふ
I 文化12I 嘉永7
36.4 38. 78 
反
I 
45. 
14.0 16.0 
16.0 18.0 
36.2 42.0 
I 
47. 05 I I 50.45 
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遠山家土地所有，経営規模の変遷
~I寛文s\ 元腺元 II 1s ¥正徳41享保13I安永2¥天明4¥文政1s¥万延元
所 石高 晶 6.5 12.0 16.6 24.4 44.2 43.6 34.5 
反
有 反畝 7. 7. 42.9 
地 貢租 3石.19 7.66 13.4 16.9 40.9 
手 石高 贔 6.5 6.5 6.0 8.0 3.6 2.6 0.2 3.4 
反
作 反畝 7.0 7.0 7.0 7.0 10.0 4.0 4.0 
地 収穫 晶 26.1 9.2 
小 石高 贔 10. 0 16.0 34.0 40.8 31. 1 
作 小作料 10石.15 19. 36 26.2 85.3 97.8 113.1 79.8 I 
遠山家所蔵，年々の「萬覚帳」による
も勤める有力本百姓と上昇する。隣村河原尻村の遠山家は寛永21年の検地帳で
は高25石を保持する士豪百姓であったが，寛文，元禄期には没落して高 6石余
の手作のみとなり，元禄末期から村役人を動めるとともに下田，荒地等を少じ
づつ買集め，享保期以降には急激な所有増加を示し，手作地を減少して文政期
には既に不耕作地主となっている。こうした関家や遠山家の土地集中は土地の
売却、買入によるものであり、土地価格は「田高」と小作「預ケ米」との差額
を徳米として利廻計算して買集めている場合が多い。例えば遠山家の享保9年
「萬覚帳」をみると，
喜助之畑田質物ノ覚
1. 畑高 6斗6升4合
此3ツ取 1斗9升9合
役米 4升
?'2斗4升
預米 1石6斗
右指引して 1石3斗6升
此代 748匁 55かけて
1. 西二開 2畝程有之
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1斗5升にて下作
此代 50匁
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1. 下二小町4畝たらず有之
高 2斗6升4合
役米 5升3合
?'3斗1升7合
預米 5斗
指引して 1斗8升3合
此代 60匁
1. 西ノ開預ケ米 4斗程にて
作徳 2斗2升5合
此代 11劫g_ 5かけて
右之銀 4口?' 970匁
利右衛門分
1. 北田新地ノ下 田地2反
高 1石1斗2升
預米 2石6斗 5升
右出物につき銀 500匁かし
利米銀にて上ケ候ハヽ 12ヶ月利
但シ 1ヶ月 1歩二宛之算用之事
455 
辰ノ 7月力来ル申ノ暮迄5ケ年季二定夫返候ハヽ其時節之田地相場実徳之算用致し増
し不足勘定採明可申之事
こうした質地関係の成立事情は区々であるが，一般に零細本百姓の質入れ小
作化と高利貸的な土地購入者の高率徳米収納がめだっている。両村では小作料
を「預ケ米」「宛米」「宛口」などと称し，享保期には手作田畑をも「預米」で
表現し，検地帳上の「反畝」 「田畑高」とは別に「有畝」と「宛米」をもって
売買価格の基準としている。 「有畝」は検地帳上の「反畝」とは別の実際面積
であり， 「宛米」は検地帳上の「石高」とは別の標準的な反当小作料である。
こうした「有畝」と「宛米」から「預米」総量を算出し，貢租石高に「役米高」
を加えたものを控除して「徳米」をだし，土地売買には徳米の利廻計算を基準
として土地価格を定めるのが通例となっている。上述の質田畑の勘定はそうし
た土地買入の先駆的な一例を示したものであるが，遠山家の安政7年の「定例
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心得方」には， 「高34石 5斗」 「役米10石 3斗」 「下地宛米79石 8斗」として
「作徳米35石」を算出している。年々の貢租額は免割率や凶作減免などで若干
の変動があるにしても，地主的土地所有の下作宛米からみれば大したものでは
なく，小作料から石高及び役米を引去って定例徳米としたものである。関家の
土地集中が小作料と石高制貢租との差額を作徳とする寄生地主的関係によるも
のであることは，次のような質地直小作の土地買券の多いことからも明らかで
ある。
売渡申田地之事
下田5畝3歩 御免懸リ高 4斗3升7合
右之田地此度正銀2百目二売渡申処実正也外力違乱妨申者有之候得者請人罷出急度採
明可申候，下作之儀者受人平兵衛清蔵両人引請5斗8升1合ツヽ蔵振二而差入可申候，
尚当年力拾ケ年之内右之銀子相立候得者相対之上御戻シ被成可下候 為後日依而如件
文政5午3月日 売リ主久蔵
権右衛門殿 受人与右衛門
平兵衛
清蔵
これは自分の所持する田畑を少しでも高く売ろうとする没落本百姓が収益性
を無視した高率の小作料を約束し， （この場合は親戚2名が受人となって保証してい
る）買取る方では契約小作料と貢租額の差額を作徳計算する高利貸的な寄生地
主関係を示すものである。こうした地主的土地売買が明治年代になると， 「合
歩」といわれる土地売買慣習を生じる。 「合歩」とは金1円の投資にたいして
何合の小作料になるかを示すものであって，土地売買価格の高低を示す基準と
なっていた。
以上のように近世後期には零細本百姓層の没落，小作農化が進展して持高別
農民階層の隔差が大きくなるのではあるが，零細農のすぺてが没落の一途をた
どるとはかぎらないことは次のような場合のあることからも知られよう。
勝林島村平之返へ申渡
其方儀先祖已来村素生之者二而下作百姓致家内睦敷耕作第一精出シ，諸神々講にも
不立入，無益之諸道具不相求，身持質朴二暮，悪田少々宛買求上田並二作成，田畑高4
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石5斗5升余之高持二成＾下作等も致候処二凶年ハ格段左も無年柄ニハ村引井二地主江
茂免相取之儀も不申，定之通御年貢相立，当年も11石余上納米村免割無之已前二地主地
主江定之通相立免割定リ候処返納も有之……」
これは，延享3年12月藩から褒賞をうけたきわめて特異な一例に過ぎない
が，庄屋役関権右衛門家をはじめ，近世後期に村落上層となっている有力本百
姓層にも同様の経過で上昇してきたと思われるものが多く，必ずしも近世初中
期の有力本百姓がそのままつづいているわけではない。次表は勝林島村明治4
年の名寄帳から持高20石以上6名とその後すぐに大きく上昇した 2戸を加えて
藩政時代の経過をみたものである。慶安元年の「村改め」では下人15名をもつ
土豪百姓源左衛門家（持高80石）が中期以降は持高半減して継続してきたほか
は，初中期の大きい持高百姓が継続しているものはなく，これに代って上昇し
たのが庄屋役を勤める五平治と権右衛門をはじめとする後期の有力本百姓であ
る。そして，その反面には自作地を質入れして小作農化する没落零細農も多
く，近世中期以降土地所有規模が高5~7石を界として上下二層に分解してい
く傾向にあることは既に発表したところである3)。
表2. 勝林島村上層農家の持高別推移 （単位石）
寛1永7 明4暦享4保寛元延宝8暦天6明寛9政 1文2化文12化!嘉冗永文2久明4治
源左衛門 70.8 88.6 47.0 42.0 45.6 45.7 47.6 I (46. 0) (46. 9) (45.0) (45.0) 45.8 
権右衛門 不明 不明 5. 7 12.1 14.3 36.5 34.9 38.3 43.6 46.4 46.6 42.5 
五平治 不明 5. 7 不明 22.7 18.1 18.0 18.1 22.8 21. 3 29.5 33.0 31. 4 
治左衛門 5.3 6.6 1.8 10. 6 9.0 1. 2 13.1 14.9 15.6 22.6 22.6 23.7 
忠左衛門 6.1 7.2 不明 15.8 15.2 14.6 17.8 17.2 17.0 21. 8 21. 0 23.1 
弥左衛門 源門1左分1.衛3 家 不明 25.3 25.3 25.5 
重兵衛 不明 0.2 不明 7.9 8.8 9.7 10.1 1. 3 12.2 12.0 16.8 
宗兵衛 1. 6 1. 6 4.8 4.9 5.9 7.1 7.3 8.3 8.8 1. 5 12.2 13.2 
以上はかつて自分でまとめた丹波の一農村を例として近世後期の農民的土地
所有の進展をとりあげてみたのであるが，あまり先進的な商品経済の発展地で
はない丹波地方でも右のような状況であり，農民的商品経済の先進地として知
られる畿内地域における農民的土地所有の進展は既に多くの研究者によって
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指適されている。また西南雄藩の一たる長州藩の例についてはここにくりかえ
すまでもないであろう 4)。かくて，近世後期から幕末にかけてはなおその成熟
度は区々であるにしても，農民的土地所有及びそれを高利貸的な吸着の対象と
する寄生地主的土地所有が事実上広汎に形成されていたことは否定できない。
ところで，本稿で問題にしたい点は，そうした私的土地所有の負担する石高制
貢租も近世初期と同じ生産物地代なのかどうかということである。石高制貢租
が固定化し，部分的には代金納制にかわっていても，それ自体としてはあまり
大きい形態変化を示していないことは既に述ぺたところである。しかし，封建
地代の基盤たる領主的土地所有が大きく後退し，これに代って農民の私的占有
が私的所有に変化した場合に，その私的土地所有者が負担する石高制貢租が依
然として封建地代だとするならば，それは私的土地所有とはいえない。事実上
の私的土地所有の成立はその負担する石高制貢租の事実上の租税化を前提して
る。寄生地主制論争はこの私的土地所有の上に成立する地主小作関係の性格
規定をめぐって意見が分れたものであるが，その地主の負担する石高制貢租に
ついてはあまり関心が払われていなかったように思われる。だが，地租改正に
ひきつがれていく石高制貢租はこうした地主小作関係をはらんだ農民の私的土
地所有の負担するものであることはいうまでもない。法制的にはこの地租改正
によって農民の私的土地所有が確認され，石高貢租が金納地租にかわったので
あるが，石高制貢租の事実上の租税化は領主的土地所有の原則が後退して農民
の私的土地所有が黙認されたときからはじまる。そして，農民間の土地売買や
貸借が事実上自由に行なわれている幕末期には，その土地に賦課されている石
高制貢租は農民の私的土地所有を保証する租税的役割を果してきたものとみる
べきであろう。年貢諸役の負担が農民の私的土地所有を圧迫し，それをまぬが
れるために隠田「高抜」 「空石」などがあり，質入の場合にも年貢諸役はその
まま入質者に負担させる方法もとられてきたが，農民の作徳が増加してこれを
主要対象とする：土地売買が一般化すると，年貢諸役の負担はむしろそれを公証
する手段となる。ことにその土地を小作させて高率の小作料を収納する場合に
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は，その地主的立場を保証するものとして年貢諸役の地主負担が重要になる。
封建頷主は，こうした農民間の土地売買や貸借を禁止して有名無実な年貢負担
者を生ずるよりも，土地移動を公認して年貢諸役を確保する方向へと転じてい
く。前述の丹波亀山藩においても初期の御触書では土地の永代売買を禁止して
いたが，寛政 2年の御触書では単に「二重売」「二重質入」を禁ずるにとどめ，
田畑買入に際しては年貢諸役の負担者をも移動すぺきことを命じ，天保の御触
書では土地移動に際して村役人の加判をうけるべきものとしている。土地家屋
の売券に村役人や代官の証印を加えて所有権移転の証とする「油券」制度は全
国各地で相当広範囲に行なわれたものであって，これが税法改正に利用されて
油券税法案の提唱となり，地租改正の地券税法の原型ともなっていることは既
に指適されているところであるい。
要するに，農民の私的土地所有を法認してこれに石高制貢租と大差ない金納
地租を賦課した地租改正は，その時になってはじめて封建地代を近代的租税に
転換したようにみえるが，石高制貢租の事実上の租税化は農民的土地所有の成
熟とともに進展してきたのであって，地租改正はこれを法制的に確認し，全国
的に拡大統一したものである。地租改正の準備たる地券交付一土地所有者の認
定が辺境後進地域や山林原野のように領主的土地統制が強力に残存ししたがっ
て農民の私的土地所有の明確でなかったところには種々の混乱を惹起したのに
比して，私的土地所有の明確な田畑宅地の地券交付には，ほとんど何の問題も
生じていない。また，政府及び地方官が私的土地所有の法認を天朝の「仁慈」
と強調して地租改正の円滑な実施をはかっても，農民的土地所有の先進地域で
は単に既成事実を法認されたに過ぎず，高率地租の強制的賦課にたいしては烈
しく根強い抵抗を示しているところが少くない。こうした地租改正の実施過程
は別に述べることとし，ここでは地租改正の目途となった幕末の石高制貢租が
その形態に大きい変化はないにしても私的土地所有の成長とともに事実上の租
税と化しつつあり，幕藩体制の基本原則たる封建的な生産物地代もしくはその
形態転化に過ぎぬ貨幣地代なのでもなく，地租改正はこの石高制貢租の租税的
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側面を純化し，拡大して統一的に継承したものとみるべきであることを強調し
ておきたい。
(1) 竹安繁治著『近世土地改革の研究』
(?) 拙稿「近世地主の経営」京大経済論叢70の4
(3) 拙稿同前掲
「元禄享保期の大堰川筋農村」丹波史談
「近世後期の大堰川筋農村」丹波史談
(4) 拙著『藩政改革と明治維新』
(5) 福島正夫著『地租改正の研究』 68ページ
4. 領主財政の変化と石高制貢租
近世後期における領主財政の窮乏は諸藩に共通した一般的傾向であり，主要
財源たる石高制貢租が固定化する反面，領主生活が華美となり，これに商人高
利貸資本が吸着してその窮迫を加えるというのが普通である。だが一層根本的
な原因は近世初期の領主財政と後期の領主財政との構造的相異にあるというべ
きであろう。すなわち，近世初期の領主財政は幕藩体制の基本原則にしたがっ
て，生産物地代たる石高制貢租の大半を封建家臣団の維持にあて，一部をもっ
て国元及び江戸表の領主家政を賄えばたりるといった領主及び家臣団の私経済
的構造を主とするものであった。これは封建的土地所有にもとづく生産物地代
として石高制貢租を収納する領主経済としては当然のことであり，領国統治に
必要な諸費用はその都度別に調達し，地主的考慮から必要な農業及び農民にた
いする支出は石高制貢租の枠のなかで配慮するに過ぎなかった。このような領
主財政にとって公儀「御手偲」といわれた幕府への奉仕事業が大きい負担とな
り，これは大名領主の勢力増強を抑えようとする幕府の好んで用いた大名統制
政策でもあった。しかし，近世後期の領主財政に大きい負担となったのはこう
した幕府への奉仕だけではなくて，領国統治のための政治的軍事的な行政費の
増加であり，財源涵養のための特産振興費なども加わって，私経済的な領主財
政では賄い切れない公経済的出費の膨張をみたからである。しかも領主財政の
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主要財源たる石高制貢租はその大半を封建家臣団の維持にあてられているので
新たな公経済的出費の財源とするわけにはいかず，藩営専売を実施してその益
金を吸収し，各種の小物成運上を新設するほかに農商の献金や借上を強制し，
藩札を発行するなど，商品流通や金融手段による藩財源の拡張が試みられるよ
うになる。こうした近世後期の領主財政の最大の矛盾は主要財源たる石高制貢
租を無用化しつつある封建家臣団の維持にあてながら，別に軍事民治の行政費
膨張に対処しなければならなかったことであり，藩政改革といえばまず家臣知
行の借上や削減からはじめられているのも当然の結果である。しかし，封建家
臣の手によって封建家臣自体を否定する藩政改革が徹底するわけもなく，商品
流通や金融手段に財源拡張を求めて財政難を一層深刻化していることも多い。
こうした領主財政の幕末期の状況を幕府及びーニの藩からあげてみよう。
全国に数十ケ所の代官支配と大名預所をもつ幕府財政は「地方勘定帳」によ
って，各地で収納した年貢諸役から其他の費用を控除して残余を江戸，大阪の
米金蔵に納付決算する仕組であって，諸藩財政とは若干その構造を異にしてい
た。「吹塵録」により天保九年と元治元年の地方勘定を比較すると表 3の通りと
なる。両年ともに金銀取立が米納分よりも大きく，ことに元治元年には銀納増
加がいちじるしい。元治の取立額が米金銀共に著しく増加しているのは貢租率
引上よりも直轄領増加によるものと思われるが，その蔵入率は何れも低下し，
ことに米納分はその絶対額も少くなっている。これは維新動乱時の地方出費が
増加し，中央の掌握が困難になったためではなかろうか。幕府の中央財政を司
る「勝手方」の勘定帳は現物と貨幣に区別され，それぞれに経常収支と臨時収支
がある。ここには「吹塵録」による弘化元年の収支状況を示しておこう。その
年貢運上は天保14年度分のものであり，米60万余石（米価換算69万両）と金48万
両，銀 1万848貫余（金換算31万4千余両）で，金銀収入が米納分より途かに大き
いのは前述の天保9年と同様である。現物支出の最大のものは，切米役料扶持
等の家臣給与39万石（米の60%)これに勤番扶持や作事方扶持を加えると 8割強
となる。家政関係は賄方渡，奥方女中合力，祭礼仏事などをまとめたものであ
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表3. 幕府貢租額の推移
天 保 の 年 プじ 治 冗 年
取立総額(A) 1I 蔵入額(B) 蔵入B比/率A 取立総A額'1蔵入B額1 1蔵B入1比/A率' 
479,75両0I 433,812 
％ 象金 90 627,315 549,768 
貨 筋金 9,5435匁7 :pt・ 9,537・ 100 1,240 1,240 100 
銀 22,4 19,026 85 48,837 25,910 53 
（金換算） (374,謁19両6) ― (317, 102) (813,962) (431,091)1 
幣 圧吹銀 400 100 112 112 100 
銭 27,65貫7 26,267 95 4,268 3,548 83 I 
米
689,:::1 
533,527 77 859, 115 482. 860 I 56 
大豆 2, 2, 111 99 3,258 2,017 62 
麦 423 ゜゜ 445 ゜゜現I菜種 220 220 100 211 211 100 
粟 50 ゜゜稗 2,277 ゜゜ 4,458 ゜゜塩 532 32 6 413 32 7 
蝋 6,679 貫l 8,389 l 蝋穂 2,04貫7 7,112 1,786 8,732 物 10忍蝋実 81 
榛 讀 118 100 118 118 100 
材木 1,398 本 1,398 100 802 80 10 
I 
り，御蔵諸払渡には佐渡と五府の諸払を合したもので鉱山関係及び地方行政の
支出を含むとみてよい。要するに現物収支は年貢米大豆の大部分を切米，役料
等家臣，奉公人の扶持にあてられ，残りが家政関係と地方行政の補充であり，
米4万石余の不足となる。
金銀勘定は銀60匁＝金 1両，銭4,/文＝金 1両の割合で金換算すると次表の
通りになる。但し，大判，筋金，吹金など特殊なものはそのままに併記した。
経常収入80万両のうちで年貢金銀が65万両をしめ，各種の運上冥加金，現物年
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貢の払下代金等を含めるとすべてが貢租関係である。経常支出で大きいものは
切米，役料等の家臣奉公人の給与であり，賄方，納戸，奥方合力などの家政関
係がこれに次ぎ，代官奉行所関係は役所小払や遠国代官の派遣旅費などを含め
たものであるが， 1割強に過ぎない。
臨時収納で最大のものは金銀貨吹直の益金であり，約 185万両の吹直金銀を
取扱って80万両の益金を納めている。これについで大きい収入は江戸，大阪等
の町人御用金50万両，と本丸，西丸普請上納金18万両である。支出で大きいの
は本丸炎上の修理をはじめとする城普請修理が85万両，奥向諸入用，食糧買上
等の家政関係が13万両，諸候や町人農民への貸附取替金は収支16, 7万両で毎
年均衡を保っている。かくて，臨時収支の集計では約50万両の剰余を残すこと
になっているが，その主財源は金銀貨の吹直しと町人用達金によることに注意
すぺきであろう。吹塵録には， 「旧政府の経費数年間の比較を見て感あり」と
次のように述ぺているのもあながち誇張ではない。
表4の1 幕府勝手方米大豆納払勘定 （弘化元年）
lI 収 入 I 支出
年貢米 606,118石 家政関係 米 40,751石
II 大豆 2,044 大豆 1,061 
経 、1 菜種 204 役料扶持 米 548,372 
切米大豆 1,682
, 塩 32 御蔵諸渡 米 43,806 
常 買上大豆 623 大豆 208 
塩 32
収 大津払米米 19,882
別口米 1,500 
支 へうつし菜種 214
差 引 不.足-t-米古 48,21987 5 
I ”"菜ノヽユ種z. 10 
臨 1 買上米 7,416 寄進米 米 1,500 
時 経常ヨリ 米 1,500 手当米 ，, 292 
振替菜種 214 町方渡 , 763 
収 油絞方渡菜種 214
支 差引余米 6,361
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表4の2 幕府勝手方金銀納払勘定 （弘化元年）
収 入 I 支 出
年 貢 656,245両 灰筋金吹 82;/ 家政関係 259,349両大判 783枚
6{Y 
役切米扶料持経 運 上 102,292 彗 22pl 
441,112 灰吹 Ip" 
20 代~1官所，関奉係献上金 3,327 大判 483枚 119,195 吹金 600 ,.,. 吊
小普請役金 20,807 材木米運賃 72,581 
鉱 山 筋金 19;/ 大判買上代 22,656 
収 灰吹 936 別口へ引当 5,490 大筋金判吹 59281,/ 枚販売収入 32,125 大判 902枚
支 銭灰 3 5 6 4,888 
計 814,796 計 920,383 
胃靡金 719, 189両 大灰判吹 這夜 家政関係 137,159両 大灰判吹 翌臨
骨庸金返納 165,719 城修普請理 854,739 麟 6~ 弊
時
貨幣発行 2,724,296
大I判念 598 枚 行政関係 53,629 灰吹 10?" 収 経振常ヨ替リ 5,490 取替貸附金 175,535 21/ 貨幣発行 1,844,015 麟 21/7' 356 支 4,888 248 
計 3,614,687 計 3,065,077両
「旧政府の末路外国交通よりして新に設けたる官員交際の入費文武の学校海陸の軍備
将軍の上洛長防の出兵上国の紛議の如きすへて背時絶無の事件挙るにいとまあらす，是
か為に費す所の金穀幣多にして用度の計画未た一時を終らさるに又ー事を生し遂に常時
用ふへからさるの金分銅変して弐分判となり，一時の急を救ふといへとも随て造れは随
て費し，金庫空虚にして国財尚ほ足らず，此間有志者の苦心又水泡の如く如何ともなす
へからざるの形勢に立到り狂瀾回すへからず。～」
石高制貢租のほかに貨幣発行権や全国的商品市場を独占して独自の財源とす
る幕府財政にしても，上述のように封建的領有体制から近代的政府体制への転
換が不可能であり，その矛盾が財政難を一層深刻にしてきたといえるであろ
う。石高制貢租のみを唯一の財源とする大名領主の場合には一層その転換が難
しくて廃藩置県以前に既に財政的破綻をどうにも出来なくなっていた諸藩も少
くない。ここでは大藩と小藩の一例をあげることにとどめておこう。
金沢藩の財政状況は土屋喬雄氏の『封建社会崩壊過程の研究』にくわしく、
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私も別稿で述べているので、ここではその特色を指摘するだけにとどめておこ
う。その表高は 102万石，内高は正徳年代で130万石，明治初年には 135万石と
なっている。このうちで家臣の知行高，役料等にあてる分が，近世初期で80万
石， 明治元年には74万石， したがって領主財源となる蔵入高は初期には 30万
石，中期以降は50余万石の計算となる。この蔵入高50万石の年貢米約25万石が
主たる領主財源であり，雑収入としては石高制に結びつけて 1万数千両といわ
れる塩の専売益金が大きい。近世中期には25万石の年貢米収入の 3割強は給人
の扶持切米， 1割が塩仕入米及び貸付米，そして 5割5分を大阪江戸に廻送し
て現銀化して消費するのが慣例になっていた。天保 6年の予算（過去10ケ年の平
均実績）1)によると、知行扶持と塩代米の大きいことにはかわりないが，そのほ
かに郡用方費用，貧村政助，変地倣米，作難貸米等の施政上の諸経費が増加し
て領主取分が減少し，売払米は大阪や江戸への廻米が少なくなって国元での払
米が増加し，土蔵，算用場の現銀収納が相対的に大きくなっている。
さらに嘉永元年の出納予算になると，藩全体の惣物成は夫銀小物成を加えて
72万石，そのうちで給人知行40万石， (55%), 切米扶持給銀等の米換算12万
石，領主取分は19万余石に過ぎない。これに貸付米と返上米の差額を加え，奉
行所代官所等の役所経費 3万石をさしひくと残りは16万石，代銀にして 8千貫
となる。これは「諸郡変地御償米等御米払口多有之候得共其分見捨て」にして
石代銀50匁で計算したものという。同年の国元・江戸・京阪の入用銀は 1万 1
千貫の予算であり，さしひき 3千貫，代米にして6万石の不足勘定であるが，
専売益金や貸付利銀で補充する計算となっている。
要するに，封建家臣団の維持に年貢収入の大半をふりむけてきた近世初期の
領主財政がそのままに固定化し，領主家政の膨張のほかに施政上の諸経費が大
きく増加したために財政破綻となり，借財を重ねることにより一層の窮迫へと
追いつめられていくこととなる。最大の大名領主たる金沢藩の場合にすら上述
の状態であり，これに次ぐ仙台藩や尾張藩2)山口藩alなどにおいても，家臣知
行や給人扶持を除いた領主財政の規模は意外に小さく，軍事文教民治等の施政
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費が増加する近世後期には何れも財政困難に陥っている。こうした全般的な財
政困難の時に封建家臣の扶持にあてなくてもよい専売益金や小物成運上の財源
をもつことが領主財政にとって如何に重要であったかは述べるまでもないであ
ろう。近世後期には全国諸藩がきそってこれに狂奔し，比較的にこれに恵まれ
た西南雄藩が相対的な優位を示したことはよく強調されているところである。
しかし，それは上述のような領主財政の矛盾による相対的な優位であって，頷
域内の全般的な経済発展に根ざしたものではなく，領主財政の矛盾を克服でき
たものでもなかった。したがって，それらは維新政府成立の後にはかえって額
主財政の矛盾を内酵して明治政府の強権的干渉と解決をまたねばならなかっ
た。
領主財政の規模の薄弱な小藩の場合には一層早く窮迫して，石高に比してよ
り大きい藩債をかかえて破産している場合が多いことは勿論であるが，例外的
な藩政改革を実施して小さいながらも藩債の少ない藩もなかったわけではな
ぃ。ここにはその一例として九州臼杵藩をあげてみよう a)。臼杵藩は草高 5万
7千石，物成年貢は米，大豆，小麦等を合して 3万7千石の小藩である。同藩
の領主財政は享保年代から悪化し，寛政年代には判紙，木炭の生産奨励と専売
制を実施して財政補充にあててきたが，文化 8年に専売制反対の大一揆を惹起
して撤廃し，天保2年に村顛庄兵衛の大改革が実施される。改革の要点は「総
役所」を設けて藩政事務の簡素化を計り，家士の石高制を改めて「扶持方渡
し」にとどめ，思いきった緊縮財政によって借銀返却の目途をたてたものであ
る。たとえば天保1i年の財政収支をあげてみよう。（表5)物成米3万7千石，
その約半ばを藩士月々渡米及び江戸，大阪詰の扶持とし， 1万8千石を現金に
かえてその 4割を借銀及び利息の返済にあてている。かくて，量入制出のきび
しい節倹財政は一応の均衡を保っているが，領主及び家臣の節約分が借財の利
息と御用御手伝いに振向けられる勘定で恒常化し，文久年度には家臣の不満が
強くなって崩れ，物産会所を復活して増収を求めたがかえって財政破綻を早め
る結果となっている。だがそれにしても草高5万石の同藩の債務が明治の藩債
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表5 臼杵藩財政収支
勘 定 I 現
34,700石
3,000 
ム67
（天保11年）
金 勘 定
18,620両収入 1！ 米
（大豆1石,400 小麦1,200)
現かb・物コつー勘つ定し
I藩士月々渡米 15,025 御道中費用 1,000 
江戸大阪詰扶持 2,230 紙屋運賃費 1,000 
役料給米 319 殿様賄料 645 
支 台所膳米 192 知行渡銀（役料共） 1,425 
船中御用 170 踏絵改入用 124 
井水扶持 150 江戸借銀利息（銀主扶持共） 458 
寺院関係 30 大阪借銀利息（銀主扶持共） 1,227 
運 賃 米 150 馬喰町上納金 654 
飛 脚 料 35 大阪運送銀（返済元利） 5,562 
出 代官所雑用 73 近郷銀主利息 215 
御茶屋その他 66 日田上納金 88 
近郷銀主扶持 37 江戸臨時費用 1,000 
計 19,079 計 13,399 
差 米 18,620石 5,220 
引 代 金 18,620両 外に（御神防田御方費入費用 1,s6o0 ) 
整理に僅か3万円に過ぎないことは異例に少ないものであり，家臣の禄制に手
をつけた徹底した藩政改革の結果であるといえよう。その他の多くの諸藩では
家臣知行制に徹底した改革をしないままで物産会所や貿易商社に関係して失敗
し，その上に戊辰戦乱や農民騒擾が加わって莫大な藩債をかかえてきた場合が
多い。
要するに，幕未維新時の領主財政は，単に年来の奢俊放慢や商人高利貸資本
の吸着によって破綻したのではなく，石高制貢租の大半を配分した家臣知行制
を維持したままで領国支配の継続に必要な政治的経費が膨張したためである。
しかもその財源は農民の負担する租税化した石高制貢租のほかにはあまりめぼ
しいものはなく，さりとて貢租を増徴することもできないために無理を承知の
107 
468 閥西大學『網演論集』第16巻第4・5合併号
年貢前借、や「御頼銀」の強制によって一時の窮乏を糊塗しつつ矛盾を一層深
刻化してきたものである。廃藩置県により諸藩貢租を継承した明治政府は，貢
租とともに諸藩の債務や封建家臣団の知行をもひきついだのではあるが，極力
これを整理解消して近代国家としての政治的歳出を増強するとともに，地租改
正を推進して租税制度を確立する。かくて，藩債整理と秩禄処分の進展は幕藩
体制の矛盾を克服して近代国家の財政制度を確立するためのに地租改正と表裏
一体の重要施策であった。そしてそのことが，政府みづから将来の減税を公約
せざるを得ない（地租改正条例第6章）ような高率の地租を強制することにもな
るのではあるが，地租改正自体は決して封建制の維持温存もしくは編成替を目
的としたものではなく，近代国家としての財政制度確立のための出血であった
ことを知るべきであろう。
(1) 拙稿「殖産勧業の展開過程」＿近刊「世界資本主義の形成」所載
(2) 所三男「藩政改革と明治維新」尾張藩 社会経済史学22の 5• 6号
(3) 三坂圭治「萩藩の財政と撫育」
(4) 宮本又次緬『藩社会の研究』
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